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国土計画および土地利用計画の体系

国土利用計画法（S49法９２）

国
土
利
用
計
画

都
市
地
域

土地取引の規制

・許可基準
・勧告基準

土地利用基本計画

（全都道府県策定）

都道府県レベルの土地利用
の調整と大枠の方向づけ

（１）計画図（５万分の１）
・都市地域
・農業地域
・森林地域
・自然公園地域
・自然保全地域

（２）計画書
土地利用の調整等に関す

全国レベルの国土利
用のあり方
・地目毎の考え方
・地目毎の目標設定

市町村レベルの国土
利用のあり方
・地目毎の考え方
・地目毎の目標設定

都道府県レベルの国
土利用のあり方
・地目毎の考え方
・地目毎の目標設定

全国計画
（第3次（H8策定））

都道府県計画
（全都道府県策定）

市町村計画
（H13.3.31現在

市町村基本構想

地方自治法（S22法第2条第4項）

都市計画区域

農業振興地域

国有林

地域森林計画
対象民有林

基
本
と
す
る

基本とする

基本とする

都市計画法
（S43法100）

農業振興地域の整備に
関する法律
（S44法58)

森林法
（S26法249）

適合する

自
然
公
園
地
域

自
然
保
全
地
域

国立公園・国定公園

都道府県立自然公園

原生自然環境保全地域

自然環境保全地域

都道府県自然
環境保全地域

自然公園法
（S32法161）

自然環境
保全法
（S47法85）

即する

国土利用計画および土地利用計画の体系

国土利用計画法（S49法92）

国
土
利
用
計
画

農
業
地
域

森
林
地
域

土地取引の規制

・許可基準
・勧告基準

土地利用基本計画

（全都道府県策定）

都道府県レベルの土地利用
の調整と大枠の方向づけ

（１）計画図（５万分の１）
・都市地域
・農業地域
・森林地域
・自然公園地域
・自然保全地域

（２）計画書
・土地利用の基本方向
・重複地域における調整

全国レベルの
国土利用のあり方

市町村レベルの国土
利用のあり方

都道府県レベルの
国土利用のあり方

全国計画
（第5次（H27策定））

都道府県計画
（任意計画）

市町村計画
（任意計画）

市町村基本構想

地方自治法（S22法第2条第4項）

地域森林計画
対象民有林

農業振興地域

国有林

基
本
と
す
る

基本とする

都市計画法
（S43法100）

森林法
（S26法249）

適合する

自
然
公
園
地
域

自
然
保
全
地
域

国立公園・国定公園

都道府県立自然公園

原生自然環境保全地域

自然環境保全地域

都道府県自然
環境保全地域

自然公園法
（S32法161）

自然環境
保全法
（S47法85）

即
す
る

基本とする

森
林
地
域



都市地域（市街化調整区域）
農業地域（農用地区域以外）
森林地域（保安林以外）
自然公園地域（普通地域）との重複区域（４重複）

「土地利用の現況に留意しつつ、農業上の利用との
調整を図りながら、都市的な利用も認める」

「森林としての利用の現況に留意しつつ、森林として
の利用との調整を図りながら、都市的な利用も認め
る」

「自然公園としての機能を維持するよう調整を図りな
がら、都市的な利用も認める」

「森林としての利用を優先するものとするが、森林と
しての利用との調整を図りながら、農業上の利用を
認める」

「（農業地域と自然公園地域、森林地域と自然公園
地域は）両地域が両立するよう調整を図っていくもの
とする。」

都市地域（市街化調整区域）
と自然公園地域（特別地域）と
の重複地域

「自然公園としての保護および
利用を優先するものとする」

地域の指定状況と調整指導方針の例

土地利用基本計画の例（青梅市） 都市地域（市街化調整区域）
と森林地域（保安林以外）との
重複地域

「森林としての利用の現況に
留意しつつ、森林としての利
用との調整を図りながら、都市
的な利用も認めるものとする」
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昭和 ４９年 ６月 国土利用計画法制定

昭和 ５１年 ５月 国土利用計画（全国計画）策定

昭和 ５１年 ８月 東京都土地利用基本計画策定（暫定）

昭和 ５８年 ３月 東京都国土利用計画策定

昭和 ６１年 ９月 東京都土地利用基本計画の全面改訂

昭和 ６３年 ２月

平成元 年 ４月 東京都土地利用基本計画の一部変更（地域の拡大または縮小）

平成 ２ 年 ２月

平成 ２ 年１２月 東京都国土利用計画（第２次）の策定

平成 ３ 年 ４月 東京都土地利用基本計画の一部変更（計画書の見直し、地域の拡大または縮小）

平成 ４ 年 ４月

平成 ５ 年 ４月

平成 ６ 年 ４月

平成 ８ 年 ４月

平成 ９ 年 ４月 東京都土地利用基本計画の一部変更（地域の拡大または縮小）

平成 １１年 ４月

平成 １６年 ６月

平成 １８年 ３月

平成 １９年 ３月

平成 ２１年 ８月

平成 ２３年 ４月 東京都土地利用基本計画の一部変更（計画書の見直し、地域の拡大または縮小）

平成 ２７年 ３月

平成 ２８年 ３月 東京都土地利用基本計画の一部変更（地域の拡大または縮小）

平成 ２９年 ３月

平成 ３０年 ２月 東京都土地利用基本計画の一部変更（計画書の見直し、地域の拡大または縮小）

令和 ２ 年１１月 東京都土地利用基本計画の一部変更（地域の拡大または縮小）

変更の手順 【国土利用計画法第９条14項において準用する同条10項 及び 東京都土地利用基本計画管理要綱による】

令和３年 １１月２２日 土地利用調整会議幹事会

令和３年 １２月上旬 土地利用調整会議 【原案決定】 （持ち回り開催（文書協議）にて実施）

令和３年 １２月中旬 関係区市町村意見聴取・国土交通省事前調整

令和４年 ３月３０日 国土利用審議会【変更案決定】

令和４年 ４月上旬～ 国土交通大臣意見聴取

令和４年 ５月 変更決定（予定）

令和４年 ５月・９月 告示（予定）（森林地域・自然公園地域）
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計画策定経過（公表年月）


